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地方公共団体では、住民の生活や福祉の向上を図

り、個性豊かで魅力ある地域づくりを推進するため、

道路、住宅、廃棄物処理施設、社会福祉施設、教育

施設、文化施設、体育施設等の公共施設の整備に努

めている。これらの整備状況を的確に把握・分析し、

質の高い行政サービスを提供することは、地方公共

団体の大きな役割の一つである。

しかしながら、地方財政は極めて厳しい状況にあ

り、公共施設の設置・管理についても、これまで以

上に厳しく、そのあり方について不断の検討・点検

を行っていくことが求められている。

「公共施設状況調査」は、地方公共団体の行政水

準を各種公共施設の整備状況の観点から把握するこ

とを目的として、昭和３７年度から行われている調査

であり、地方公共団体が他の団体との比較・検討を

通じてそれぞれの団体の現状と課題を把握するとと

もに、施策の優先順位を設定する際の指標ともなり

得るものである。

なお、平成１５年度調査の際に見直しが行われ、３

年に１度を全ての項目を対象とする本調査とし、間

の２年間については、主要な項目のみを対象とする

縮小調査を行うこととなった。今回の平成１７年度調

査は、平成１４年度調査以来の本調査となっている。

本稿では、この調査の数値をもとに、平成１７年度

末における状況を中心に、府内市町村の公共施設の

整備状況について概括するとともに、全国市町村、

東京都内、神奈川県内及び愛知県内の市町村との比

較を行った（なお、地理的条件等が異なるため、府

内市町村と比較するのに必ずしも適当とは言えない

場合があることをご了承願いたい）。また、主な施設

については、１１都道府県内の市町村と比較するとと

もに、府内市町村については、三島・豊能といった

一定の地域を１つの単位として比較・検討を行った。

各地方公共団体においては、他団体との比較・検

討を通じて、自団体の現状と課題を把握し、限られ

た財源の中で、より効果的・効率的に行政サービス

を提供するための公共施設のあり方を検討する際の

資料として、この調査結果を活用されたい。

※注

①本稿の比較・検討に際しては、特別区及び大都

市分の数値を除いており、一部事務組合立施設

の数値については、市町村立施設に含めている。

②表内の数値については、端数処理の関係で差引

等が合わない場合がある。

③人口当たりの施設面積等の算出に用いた行政区

域内人口は、住民基本台帳人口に外国人登録人

口を加えたものを用いた。

④ＰＦＩ方式の活用により施設を開設し、団体に

おいて施設を所有していない場合、公の施設と

して条例で位置づけている場合には市町村立施

設として、位置づけていない場合には市町村立

以外の施設として計上している。

⑤差引・増減率を示す年度比較に際して、項目に

よっては、平成１６年度の縮小調査との比較も可

能であるが、比較年度を統一する観点から、直

近の本調査である平成１４年度調査と比較してい

る。

⑥府内の各市町村の数値は、本誌平成１９年３月号

の別冊データ集に掲載されているので参照され

たい。

はじめに

平成１７年度公共施設の状況について

大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線２２１６））
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（１）道路（市町村道）

平成１８年４月１日現在における大阪府内市町村の

道路の整備状況は、改良率、舗装率、自動車交通不

能道延長比率が、それぞれ７２.５％、９５.５％、９.４％

となっており、全国（５３.９％、７４.９％、１５.８％）、

東京（５６.３％、７４.８％、２７.７％）、神奈川（５９.８％、

８６.１％、２０.２％）、愛知（５３.９％、７４.９％、１５.８％）

より高い水準にある。

また、交通安全施設の整備状況についても、歩道

延長、防護柵延長の延長比率が、それぞれ２５.１％、

１４.９％となっており、全国（１０.０％、８.１％）、東

京（２１.２％、９.４％）、神奈川（１８.３％、９.０％）、愛

知（１２.５％、１０.７％）よりも高い水準にある。

府内市町村道の整備状況は、全国でもトップレベ

ルであり、今後の整備にあたっては、さらに利便性

や安全性を向上させるため、幅員の拡幅等により円

滑な交通路を整備するとともに、急速に進む高齢化

社会を見据え、より一層のバリアフリー化を図り、

高齢者や障害者等にも配慮した、だれもが住みよい

まちづくりを推進するという視点が重要となる。そ

のため、中長期的なビジョンを持って、健全な財政

運営を図りながら、計画的・効率的に整備や管理を

進める必要がある。（表１）

（２）都市公園等（その他の公園を除く）

平成１８年３月３１日現在の大阪府内における都市公

園等の箇所数は、５,８０６箇所で前回調査より５９５箇所

増加し、１箇所当たりの面積は６,５９０㎡となってい

る。行政区域内人口１人当たりの都市公園等面積は

６.１㎡と前回調査より０.２㎡増えている。しかし、神

奈川（５.８㎡）よりは高い水準にあるものの、未だ

全国（１０.０㎡）、東京（７.５㎡）、愛知（７.８㎡）より

も低い水準にある。

ただし、都市計画区域内における公園面積の比率

は２.３％と、東京（２.７％）には及ばないものの、全

国（１.１％）、神奈川（１.６％）、愛知（１.３％）を上

回る結果となっている。

都市部における公園は、住民にスポーツ・レクリ

エーションの場として潤いと安らぎを与え、また子

どもたちの遊び場となるなど生活に密着した施設で

あり、災害時における避難施設としても重要な役割

主な施設の整備状況

図１　道路改良率の推移

図２　道路整備の状況

 自治大阪2007.08月号  07.8.24 11:54 AM  ページ 41



を果たしている。しかしながら最近では、公園遊具

の事故についての報道を目にすることも多い。厳し

い財政状況ではあるが、維持管理を適正に行いつつ、

今後の整備についても必要性を充分に検討の上、進

める必要がある。（表２）

（３）し尿処理

平成１７年度におけるし尿総収集量は、５５万２９ｋR

で、前回調査と比べて２０.７％の大幅減となっている。

これは、公共下水道の普及により下水道放流が前回

調査より１７万９,０２６ｋRの増となっているためである。

一方、収集率は１５.７％と、全国（１９.４％）よりは低

いものの、東京（３.３％）、神奈川（１.８％）、愛知

（７.２％）と比べるとなお高い比率を示している。

衛生処理率（処理施設処理、下水道マンホール投

入、下水道放流及びし尿浄化槽による処理合計の総

排出量に占める割合）は、９９.２％（全国９９.１％、東

京９８.７％、神奈川９９.９％、愛知９９.８％）と高い率と

なっている。この水準を維持しつつ、自然環境を保

全していくための取組を進める必要がある。（表３）

（４）ごみ処理

平成１７年度におけるごみの年間総排出量は２４０万

５８９ｔで４.６％減少しており、収集率は、平成２年度

以降１００％となっている。処理方法別の構成比は、焼

却処理が９３.４％とそのほとんどを占めており、埋立

処理は１.１％、その他は５.５％となっている。衛生処

理率（焼却処理と高速堆肥化処理〈府内市町村は該

当なし〉による処理量が総排出量に占める割合）は
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図３　行政区域内人口１人当たり都市公園等面積の推移

図４　し尿収集率の推移

図５　し尿衛星処理率の推移

図６　し尿処理の状況
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９３.４％と、全国（７７.３％）、東京（８２.１％）、神奈川

（８５.４％）、愛知（８０.１％）を大きく上回っている。

平成１２年４月からの容器包装リサイクル法完全施

行、平成１３年４月からの家電リサイクル法施行によ

り、各市町村においては分別収集体制の確立・資源

化等の推進が図られ、行政のリサイクル対策に対す

る責務はますます増大している。市町村では、循環

型社会の形成に向け、分別収集や廃棄物の減量化な

ど積極的に取組んでいるが、啓発から収集・選別・

保管・処理の過程が複雑化しており、経費も増加傾

向にある。適正な予算執行により、効率的に施設を

運営する必要性が高まっている。（表４）

（５）公共下水道

平成１８年３月３１日現在の公共下水道の人口普及率

は、前回調査に比べ４.７ポイント増加して８４.７％と

なっており、面積普及率は２.６ポイント増加し、３２.４％

となっている。人口普及率は、東京（９５.１％）、神

奈川（８７.６％）には及ばないものの全国（６０.５％）、

愛知（４８.７％）を大きく上回っている。また、面積

普及率は、全国（３.２％）、東京（２９.５％）、神奈川

（２４.３％）、愛知（９.０％）を上回る状況となってい

る。

下水道は、住民の生活環境の改善や浸水対策、公

共用水域の水質保全など幅広い役割を担う住民生活

に密接に関連した社会資本であるため、府内市町村
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図７　ごみ年間総排出量の推移

図１０ ごみ衛生処理率の推移

図８　ごみ一世帯当たり年間排出量の推移

図９　ごみ収集率の推移

図１１ ごみ処理の状況
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においても、積極的に整備が進められてきた。

しかし、下水道整備には多額の設備投資が必要で

あることから、財政状況を考慮した計画的な整備を

行う必要がある。また、２０ｍ３（家庭用）当たりの

府内平均の使用料は、前回調査時の平成１４年度決算

において、１,５８３円と全国平均２,３７９円に対し、大

きく乖離していた。今回調査時の平成１７年度決算に

おいては、全国平均２,４４２円に対して府内平均は１,７９１

円と乖離幅はやや改善している。しかし、未だに使

用料単価が処理原価を大きく下回る状況にあり、引

き続き受益者負担の適正化に努める必要がある。

（表５）

（６）保育所

平成１７年１０月１日現在における保育所数は７９９箇

所、定員は８３,７６９人となっている。このうち、市町

村立保育所は３４５箇所、定員は３７,９６８人で、保育所

全体に占める比率は、箇所数で４３.２％（全国５６.５％、

東京４０.０％、神奈川４１.２％、愛知７７.３％）、定員で

４５.３％（全国５４.９％、東京３７.２％、神奈川４１.２％、

愛知７５.３％）となっており、箇所数、定員ともに市町

村立の比率は前回調査（箇所数４８.５％｛全国６０.２％、

東京４１.１％、神奈川４４.４％、愛知７８.７％｝・定員５１.９％

｛全国５８.４％、東京３８.１％、神奈川４４.２％、愛知

７６.０％｝）に比べ低くなった。

市町村立保育所の１箇所当たりの面積は８６７.４㎡

で愛知（９８０.７㎡）より狭いものの、全国（６７４.５

㎡）、東京（６３０.８㎡）、神奈川（６４５.０㎡）より広く

なっている。

定員１人当たりの面積は７.９㎡で、愛知（８.１㎡）

より低く、全国（８.１㎡）と比較しても若干低いが、

東京（６.８㎡）、神奈川（６.４㎡）よりも高い水準と

なっている。

職員１人当たりの定員は５.１人で、全国（６.８人）、

東京（５.２人）、神奈川（６.１人）、愛知（１０.０人）を

上回る配置となっている。

地方公共団体においては、少子化の進行や共働き

世帯の増加等の子どもを取り巻く環境の変化を的確

に把握し、定員に満たない地域における施設の統廃

合を検討するなど、そのあり方を見直すことが必要

である。

さらに、施設運営のあり方や職員配置の適正化に

ついて検討を加え、民間委託、民営化といった手法

も取り入れることによって、より効率的な運営を図

っていくことが望まれる。（表６）
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図１２ 公共下水道人口普及率の推移（行政区域内）

図１３ 公共下水道面積普及率の推移（行政区域内）
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（７）幼稚園

平成１８年５月１日現在における幼稚園数は６０５園、

定員は１４１,９８２人となっている。このうち、市町村

立幼稚園は３０８園、定員は４５,４１７人で、幼稚園全体

に占める比率は、箇所数で５０.９％（全国４５.３％、東

京４.５％、神奈川１５.９％、愛知２１.７％）、定員で３２.０％

（全国３１.６％、東京２.０％、神奈川１３.０％、愛知１８.７％）

となっている。

幼児人口は１８４,６５１人で前回調査より７,９４３人減

少しており、施設充足率（幼児人口に対する公私立

の幼稚園及び保育所（乳児を除く）の定員）は１１５.８％

と前回調査より８.５ポイント増加となっている。

現在入園者比率（公立幼稚園の定員に対する現在

入園者数）は、６１.６％（全国５２.８％、東京７１.３％、

神奈川４８.６％、愛知６６.８％）となっている。

以上のことから、府内幼稚園の定員が過剰となっ

ており、現在入園者数が減少していることがわかる。

また、幼稚園全体に占める公立幼稚園の比率が高い

こともその特徴となっている。

こうした点を踏まえ、今後も職員配置の見直しや

施設の統廃合等を進め、より効率的な運営を図って

いくことが望まれる。（表７）

府内市町村の公共施設の整備水準を見るため、比

較項目として以下の項目を選び、主な１１都道府県と

の比較をグラフで表した。

比較項目の算定方法は次のとおりであるが、各項

目の数値については、特別区及び大都市を除く各都

道府県内市町村の合計値を用いている。

各項目のうち、府内平均が全国平均を上回ってい

るものは、道路改良率、道路舗装率、下水道人口普

及率（行政区域内）の３項目で、このうち、道路舗

装率については全国一の整備率である。しかしなが

ら、その他の項目は全国平均をかなり下回っている。

これは、人口密度が大阪府３,７００.７人／ｋｍ２に対し

て全国平均は２６７.７人／ｋｍ２と１０倍以上となってい

ることが大きな要因となっている。

他の都道府県との比較
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図１４ 都道府県別整備状況
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比較項目の算定方法

全国平均・府内平均
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府内市町村の公共施設の整備状況をもう少し詳し

く見るため、府域を７地域（三島、豊能、泉北、泉

南、南河内、中河内、北河内）に分けて比較した。

比較項目として都道府県との比較の場合と同様の

９項目を選び、地域別平均と府内平均及び全国平均

と比較すると以下のとおりである。（表８）

三島地域：吹田市、高槻市、茨木市、摂津市、

島本町

地域別の比較では、最高・最低を示す部門はなく、

図－１５のとおり府内平均とかなり似通った軌跡を描

いている。

前回調査では、図書館蔵書数が２,８５５冊で地域別

４位だったが、今回は３,１５９冊で２位となっている。

全国との比較では、文化・体育・老人福祉施設部

門、公園等の面積において、人口密度が高いことか

ら、全国平均を大きく下回っている。

豊能地域：豊中市、池田市、箕面市、豊能町、

能勢町

道路改良率（府内最低）、道路舗装率（府内最低）、

会館等面積を除いて、ほかは全て府内平均を上回っ

府内の地域別状況比較
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ている。特に公園面積、下水道人口普及率、老人福

祉施設面積は府内で最も高い水準にあり、中でも下

水道人口普及率は９８.２％と非常に高い水準にある。

全国との比較では、道路改良率、道路舗装率、公

園面積、下水道人口普及率、老人福祉施設面積、図

書館蔵書数が上回っている。

その中でも、公園面積については、恵まれた自然

環境を生かした整備がなされており、府内で唯一公

園面積が全国平均を上回っている。

泉北地域：堺市、泉大津市、和泉市、高石市、忠岡町

道路改良率、道路舗装率は、府内で最も高い水準

となっているものの、会館等面積は５７㎡、集会施設

面積は４６㎡とともに府内最低となっているほか、老

人福祉施設や図書館蔵書数においても府内平均を下

回っている。

全国との比較では、道路改良率、道路舗装率、下

水道人口普及率において平均を上回っている。泉北

ニュータウンをはじめとする住宅街を抱えているこ

と等によって人口密度が高く、文化・スポーツ施設

については、すべて全国平均を下回っている。

泉南地域：岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、

阪南市、熊取町、田尻町、岬町

図書館蔵書数、集会施設面積が府内で最も高い水

準となっているほか、道路改良率、下水道人口普及

率（府内最低）を除いては、高い水準となっている。

全国との比較では、図書館蔵書数が平均を大きく

上回っているほか、道路改良率、道路舗装率、老人

福祉施設で上回っているが、下水道人口普及率につ

いては５８.９％と低い水準になっている。府内では比

較的低い人口密度のため文化・スポーツ施設におい

ては、全国平均に近いものとなっている。

南河内地域：富田林市、河内長野市、松原市、

羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、

太子町、河南町、千早赤阪村

体育施設面積が４８１㎡、会館等面積が１８３㎡と府内

で最も高く、また道路舗装率、公園面積、老人福祉

施設面積、図書館蔵書数が府内平均を上回っている。

しかし、道路改良率、下水道人口普及率及び集会施

設面積については府内平均を下回っている。

全国との比較では、道路改良率、道路舗装率、

下水道人口普及率、図書館蔵書数が平均を上回って

いる。

泉南地域同様、府内では比較的低い人口密度のた

め、文化・スポーツ施設の人口千人当たり面積につ

いて、府内他地域に比べ比較的充実している。

中河内地域：八尾市、柏原市、東大阪市

全て府内平均を下回っており、公園面積、老人福

祉施設、図書館蔵書数の項目で府内最低となってい

る。

全国との比較では、道路改良率、道路舗装率、下

水道人口普及率で平均を上回っている。府内でも有

数の人口密度の高い地域であるため、人口千人当た

りの指数は軒並み低いものとなっている。

北河内地域：守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、

門真市、四條畷市、交野市

いずれの項目についても府内最高はなく、中河内

地域の軌跡を一回り大きくしたような軌跡となって

いる。

全国との比較では、道路改良率、道路舗装率、下

水道普及率が平均を上回っている。

有数の工場地域を抱え、人口密度も高いため、中

河内地域と同様に人口千人当たりの指数は低いもの

となっている。

（１）必要性の再検討

府内市町村においては、住民からのニーズにこた

え、個性豊かで魅力ある地域づくりを推進するため、

さまざまな公共施設の整備に取り組んできた。こう

して整備された施設は、住民の利便性を向上し、文

化・スポーツを通じて生活を豊かにし、福祉・衛

生・教育といった各分野においても、大きく貢献し

てきたところである。

しかしながら、府内市町村における公共施設は、

おわりに
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人口急増期に設置されたものが多く、近年老朽化な

どの問題に直面している施設が急増している。また、

多様化した住民ニーズに対応できず、利用率が低下

している施設や、民間と競合している施設も見受け

られる。

昨年６月施行の行政改革推進法（平成１８年法律第

４７号）においては、国の保有する資産について、必

要性を厳格に判断し、売却可能な国有財産の売却を

促進することとし、地方公共団体においても、同様

の施策を積極的に推進するよう努めることとされて

いる。

こうした点を踏まえ、公共施設の必要性を再度精

査し、必要性が低くなった施設については、よりニ

ーズの高い施設への転用や統廃合を含めて、そのあ

り方を抜本的に見直すことが必要である。その結果、

不要となった施設については、資産のスリム化を図

るため、売却を進めていくべきである。

また、見直しの結果、今後も必要と判断した施設

についても、現在の管理・運営方法が最適であるか

どうかの検討が必要である。

（２）管理・運営方法のあり方

公共施設の管理・運営方法としては、平成１１年に

ＰＦＩ法が制定され、平成１５年には地方自治法改正

により指定管理者制度が創設されたことにより、こ

れまで以上に民間の経営手法を活かし、効率的に管

理・運営するための制度環境が整備されてきた。

総務省調査結果によると、平成１６年１２月時点の全

国の市区町村（指定都市除く）における指定管理者

制度導入実績は１,１５７施設であったが、経過措置終

了時点（Ｈ１８.９.１）では、４８,９４２施設と、スポー

ツ・文化関連施設などを中心に、着実に広がりを見

せている（このうち１９.８％を占める９,６６５施設で、指

定管理者が民間となっている。）。

岐阜県高山市では、平成１９年４月から学校を除く

全施設を対象にした指定管理者制度を導入しており、

この中には全国初となる上水道事業も含まれる。市

では、指定管理者制度の導入によって、施設の維持

管理費を１億９,５００万円減らせるとしている。

また、平成１８年７月には「公共サービス改革法

（市場化テスト法）」が施行され、行政サービスの担

い手を競う市場化テストを導入する動きも活発にな

ってきた。

和歌山県では、平成１８年１２月に完成した県庁南別

館の管理運営業務を対象に、全国で初めて民だけで

なく官も入札に加わって実施した市場化テストの結

果を公表している。

さらに、千葉県我孫子市のように、行政があらか

じめ対象事業を決めて公募してきたこれまでの民間

委託や民営化からさらに進んで、公園や自転車駐輪

場などの公共施設の整備を含む１,２００の事業の経費

を公開し、市に代わって実施する民間企業やＮＰＯ

を公募するなど、官と民の役割分担にまで見直しを

広げる動きも出てきている。

今後は、民間活力の導入による経費削減と同時に、

その創意工夫により、施設利用時間の見直しといっ

た利便性向上への取組を進めることによって、施設

利用率の向上を図るなど、より効果的な管理・運営

を目指していくことも必要である。

公共施設は、地域の住民に密着した施設であるた

め、その統廃合や民間委託、予算の削減などには、

住民の反対も考えられる。しかし、限られた財源の

中で行政サービスを提供していくためには、時には

厳しい施策選択や予算の重点化も必要である。自治

体の改革意識の差が、今まで以上に行政サービスの

中身に現れてくるものと思われる。厳しい財政状況

の中で、公共施設を取り巻く環境も大きく変化して

いる。意義ある改革に取り組んでもらいたい。
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